
コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方
当社は、「新しいコミュニケーション文化の世界を創造する」と

いう企業理念のもと、「FOMA」サービス及びXiサービスの普及
拡大を基本にコアビジネスの充実強化を図るとともに、お客様の
生活やビジネスに役に立つサービスの提供を通じてモバイルマル
チメディアを推進していくことで、活力ある豊かな社会の実現に
貢献し、株主の皆様やお客様から高い信頼と評価を得られるよう、
企業価値の最大化を図ることを経営の基本方針としています。
当社では、継続的に企業価値を高めていくためにはコーポレー

ト・ガバナンスを有効に機能させることが肝要であると認識し、経
営のスピード向上と監査・統制機能の強化を両立しうるガバナン
ス体制を構築するとともに、ステークホルダーとのコミュニケー
ションを強化し、経営の迅速性、透明性、健全性を確保するよう
取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンス体制の概要
当社は、主要事業としている携帯電話事業において、その市

場拡大に伴い携帯電話が重要な社会インフラとしての役割を果た
していることに鑑み、経営資源を有効活用して継続的かつ安定的
な事業運営を実現する観点からは取締役が重要な業務執行に関
与することが望ましいと考えていること、また経営の健全性・効
率性の確保の観点からは業務執行者を兼務する取締役による相
互監視、監査役による経営の監査を行う体制が望ましいと考えて
いることから、取締役会と監査役・監査役会によるコーポレート・
ガバナンス体制を採用し、更なる経営の監督・監査の強化を目的
として、社外取締役・社外監査役を選任しています。
加えて、執行と監督の役割の明確化及び業務執行機能の更な

る強化を目的として執行役員制度を導入し、経営環境の変化に迅
速に対応する体制を整備しています。
当社は、これらの取り組みを通じ、経営のスピード向上を図り
つつ、継続的で安定的な事業運営の実現と、監査・統制機能の強
化を両立しうるコーポレート・ガバナンス体制を構築しています。

また、取締役会の業務執行の決定権限の一部を代表取締役及
び執行役員等へ委譲することにより、責任ある執行役員等によ
る機動的な業務執行を可能としています。更に、取締役の半数以
上が執行役員を兼務することにより、業務執行における取締役
相互の監視機能を有効に働かせ、経営監督機能の充実を図って
います。

業務執行及び監督体制
取締役会は、社外取締役1名を含む計13名の取締役で構成さ

れ、原則毎月1回の定期開催と必要に応じた臨時開催により、経
営に関する重要事項について意思決定を行うほか、業務執行者
を兼務する取締役からその執行状況の報告を随時受け、経営の
監督を行っています。また、業務執行に関する重要事項について
は、代表取締役社長、代表取締役副社長、常務執行役員及び常
勤監査役等で構成される経営会議を設置し、原則毎週定例日の
開催と必要に応じた臨時開催により、社長による機動的で迅速な
意思決定を可能としています。

監査体制
監査役会は、社外監査役3名を含む計5名の監査役で構成さ

れ、原則毎月1回開催し、監査の方針・計画・方法その他監査に
関する重要な事項についての意思決定を行っています。各監査
役は、監査役会で決定された監査方針及び監査計画に基づき取
締役会等重要な会議に出席するほか、取締役等からの報告聴取、
重要な文書等の調査、本社及び主要な事業所ならびに子会社の
実地調査等により取締役の職務執行状況の監査を適宜実施し、監
査実施状況を監査役会へ報告しています。また、子会社の監査
役との意思疎通及び情報の交換等を図るほか、内部監査部門及
び会計監査人とは定期的に監査計画や監査結果についての情報
交換を図り、連係を密にすることにより、監査の実効性を確保し
ています。

経営管理体制とCSR
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ドコモのガバナンス体制図
2012年7月1日現在

株主総会

監査役会
監査役5名（うち、社外監査役3名）

取締役会
取締役13名（うち、社外取締役1名）

会計監査人

監査役室

監査部

アドバイザリーボード

代表取締役社長

事業部長、支社長、支店長等

経営会議

常務執行役員

内部統制委員会

執行役員 ・・・・・・・・

・・・・
連係

連係報告
報告監督 選定・解職

監視

選任・解任

監査役の選任・解任取締役の選任・解任

業務執行権限の委譲
重要事項の
付議・報告

監査

会計監査助言

内部監査

報告

各界有識者による客観的意見を経営に反映
各界の有識者により構成される「アドバイザリーボード」を設置

するとともに、海外においてもグローバルな視点でのアドバイス
をいただく場として「米国アドバイザリーボード」を設置し、当社
が抱える経営課題等に関するボードメンバーからの客観的な意
見・提案を事業運営に反映させています。なお、多種多様なアド
バイスをいただくため、ボードメンバーは企業経営者、大学教授、
評論家、ジャーナリスト等から招聘しています。

取締役及び監査役報酬
取締役の報酬等に関する事項については、取締役会にて決定

しています。取締役（社外取締役を除く）については、月額報酬と
賞与から構成しています。月額報酬は、役位毎の役割の大きさや
責任範囲等に基づき、支給することとしています。賞与は、当年
度の会社業績等を勘案し支給することとしています。また、中長
期の業績を反映させる観点から、月額報酬の一定額以上を拠出し
役員持株会を通じて自社株式を購入することとし、購入した株式
は、在任期間中、そのすべてを保有することとしています。

監査役については、監査役の協議にて決定しており、高い独
立性の確保の観点から、月額報酬のみを支給することとしていま
す。2011年度に係る取締役及び監査役の報酬等の総額は以下
のとおりです。

取締役及び監査役の報酬等の総額

区分 人数 報酬等の総額

取締役 15名 *1 504百万円
監査役 8名 *2 129百万円
合計 23名 633百万円

上記のうち、社外役員の報酬等は以下のとおりです。
人数 報酬等の総額

社外役員の報酬等の総額 5名 *3 69百万円
*1  2011年6月17日開催の第20回定時株主総会終結の時をもって退任し
た取締役3名を含んでいます。

*2  2011年6月17日開催の第20回定時株主総会終結の時をもって退任し
た監査役3名を含んでいます。

*3  2011年6月17日開催の第20回定時株主総会終結の時をもって退任し
た監査役2名を含んでいます。

連係
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親会社との関係について
当社の親会社である日本電信電話株式会社（NTT）を中心とす

る企業グループは、地域通信事業、長距離・国際通信事業、移動
通信事業及びデータ通信事業を主な事業内容としています。
2012年3月31日現在、NTTは当社の議決権を66.65%所有し
ており、多数株主としての権利行使を通じて、当社の経営判断に
影響を及ぼしうる立場にありますが、当社の事業展開にあたって
は、当社独自の意思決定に基づき、自ら経営責任を持ち事業経営
を行っています。

IR活動及び投資家の皆様への様々な取り組み
当社では、情報開示についての統制及び手続きの整備を図り、
経営関連の各種情報を適時・適切に開示することで、経営の透明
性確保に取り組んでいます。また、決算説明会等の映像配信等、
フェアディスクロージャーを意識したIR活動を展開しています。
国内外の機関投資家向け説明会や、個人投資家向けIRセミナー
の開催等により、当社の経営幹部と投資家の皆様との直接的なコ
ミュニケーションの機会創出にも取り組むとともに、インターネッ
トを通じたIR情報の同時発信も行っています。皆様よりいただい
たご意見は経営の参考にするとともに、社内でも情報共有し、
サービスや業績向上に役立てています。

IRに関する活動状況

補足説明
代表者自身による 
説明の有無

個人投資家向けに 
定期的説明会を開催

個人投資家向け説明会を開催し、直近の成果、今後の取り組み、株主還元等について、
社長より説明しています。

2011年度は、2011年8月には東京にて、2012年2月には大阪にて説明会を開催し、そ
れぞれ250名を超える方々にご参加いただきました。

あり

アナリスト・ 
機関投資家向けに 
定期的説明会を開催

四半期毎の決算について、社長または副社長ならびに財務、経営企画、営業等の各担当
役員より説明しています。また、新商品や新サービス等の発表時に説明会を開催し、商
品・サービスの詳細や販売見通し等について説明しています。更に、証券会社主催のカ
ンファレンスにおいて、事業の状況を説明しています。

2011年度は8回の説明会を行いました。

あり

海外投資家向けに 
定期的説明会を開催

日本国内で実施したアナリスト・機関投資家向け説明会の模様を英語の同時通訳付きにて
ホームページ上でライブ配信しています。また、欧米ならびにアジアを中心に、随時、個
別説明会を実施し、直近の成果、今後の取り組み、株主還元等について説明しています。

あり

IR資料のホームページ 
掲載

決算情報、有価証券報告書や説明会資料等の掲載に加え、月次や四半期毎の事業・財務
データ、決算説明会の動画映像・プレゼンテーション資料、個人投資家向けページ等、
各種情報を公開しています。

当社IRサイト：http://www.nttdocomo.co.jp/corporate/ir/index.html

IRに関する部署（担当者） 
の設置

担当部署はIR部及び総務部となっています。担当役員は代表取締役副社長、事務連絡
責任者はIR部長及び総務部株式担当部長となっています。
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社外監査役メッセージ

株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取り組み状況
補足説明

株主総会招集通知の早期発送 ＜2012年＞ 招集通知を法定期限の7日前（総会日の22日前）に発送。

集中日を回避した株主総会の設定 ＜2012年＞ 定時株主総会を2012年6月19日（火）に開催。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットに接続可能な携帯電話・スマートフォンまたはパソコンの利用による 
議決権行使を可能としました。

議決権電子行使プラットフォームへの参加その他 
機関投資家の議決権行使環境向上に向けた取り組み

株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームによる 
議決権行使を可能としました。

招集通知（要約）の英文での提供 当社ホームページに、日本語版及び英訳版の招集通知を掲載。

その他 ●	株主総会模様のインターネット公開（録画中継）を実施。
●	株主総会当日、別会場において、当社の取り組みやサービス等を紹介する 
コミュニケーションラウンジを設置。

2011年6月にドコモの社外監査役に就任してから1年が経ちま
した。この1年間、社内の活動に直接アクセスする機会の少ない
株主の皆様に代わって、社外監査役ならではの立場から、ドコモ
のガバナンス体制に係ってきました。具体的には、監査役会や取
締役会に出席し、財務・会計の専門家としての知見を活かして社
内の意思決定過程の透明性、公平性、効率性を確保するために
積極的に意見発言し、また会計監査人や内部監査部門との対話
を通じ、社内のコンプライアンス体制、ガバナンス体制の整備・運
用状況を監視してきました。
更に可能な限り社内の各種イベントにも参加し、社内の雰囲気

に直に接するように努めてきました。例えばドコモショップスタッ
フ応対コンテスト全国大会等に参加することにより、全国のドコ
モショップのスタッフの方々が3年連続お客様満足度ナンバーワ
ンを目指して現場で創意工夫を凝らして努力している様子を知る
ことができました。
コーポレート・ガバナンスを機能させるためには、内部統制の
充実、経営者の責任の明確化、社外からのモニタリング機能の強
化、の3点が重要ですが、真の意味でコーポレート・ガバナンス
を機能させるためには、それに加えて、経営者が企業理念を示
し、その企業理念が子会社を含む全従業員に共有され、全員が企
業理念の実現のために邁進できる企業風土が醸成されている必
要があると考えています。その意味で、これらの大会で若い社
員の方々の熱意を直に観察できたことは非常に有意義であった

と思っています。
ドコモは昨年、「中期ビジョ
ン2015」を公表しました。こ
のビジョンでは、モバイルを
核とする総合サービス企業を
目指し、アライアンス企業と
の協業により、様々な産業・
サービスとモバイルとの融合
を通じたイノベーションに取り
組み、新たな価値を創造し、
新しい市場を創出することが
目標に掲げられています。
この目標を達成するためには、ドコモはこれまでにも増して他
業種、他企業、そして海外との係りが深くなっていくと思います。
従って、企業風土も違い、場合によっては国民性も異なる事業投
資先や提携先企業のコンプライアンス、ガバナンス体制をいかに
維持していくのかが、これからのドコモにとって大きな課題にな
るでしょう。更にドコモならではの情報セキュリティの管理という
大きな課題もあります。それらの点に留意して、これからも社外
監査役の立場から様々な提言を行い、ドコモが新しいコミュニケー
ション文化の担い手として社会に貢献し続ける姿を見守っていき
たいと思っています。
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監査役
辻山　栄子
早稲田大学　 
商学部・大学院商学研究科教授
三菱商事株式会社　社外監査役
オリックス株式会社　社外取締役
株式会社ローソン　社外監査役
株式会社資生堂　社外監査役



内部統制の基本的な考え方
当社は、取締役会で決議した「内部統制システムの整備に関す

る基本方針」に基づき、内部統制委員会を中心として、法令等の
順守徹底、業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性を確保する
ための体制を整備しています。また、当社においては、監査部が
上記の有効性評価を含め、ドコモグループ全体（本社、支社、国
内外のグループ会社）のリスクの最小化・企業価値の増大化に貢
献することを目的に、内部監査を実施しています。

リスクマネジメント
当社では、ビジネスリスクの早期発見と早期対処を基本方針と

して、リスクマネジメントの強化に取り組んでいます。具体的には、
「リスクマネジメント規程」に基づき、ビジネスリスクを定期的に洗
い出し、内部統制委員会において全社横断的な管理を要するリス
クを特定するとともに、特定したリスクについては管理方針を決
定し、リスクの現実化に対する適切な未然防止と発生時の迅速な
対処を実施しています。

法令等の順守（コンプライアンス）
当社グループでは、社員一人ひとりが「NTTドコモグループ倫

理方針」を順守し、高い倫理観に根ざした行動を徹底することを
コンプライアンス経営の基本としています。具体的には、「コンプ
ライアンス推進委員会」を中心としたコンプライアンス推進体制
を構築し、倫理法令順守に係る取り組みを実施するとともに、社
内外における相談窓口の設置、各組織へのコンプライアンス推進
責任者の配置、全従業員に対する倫理法令順守のための教育・
研修等を行っています。また、全従業員を対象としたコンプライ
アンスに関する意識調査を実施し、その結果を各種施策へ反映さ
せる等、倫理観の醸成に取り組んでいます。

財務報告の信頼性確保
当社は、米国企業改革法（SOX法）及び金融商品取引法に
対応するために、財務報告に係る内部統制の整備・運用及び評
価の規準としてCOSO（The Committee of Sponsoring 

Organizations of the Treadway Commission）フレーム
ワークを採用しています。2011年度は当社及び主要な連結子
会社27社を対象に評価を実施し、当社グループにおける「財
務報告に係る内部統制」は有効であるとの結論に至りました。

SOX法404条体制図
2012年7月1日現在

取締役会

監査役会

ドコモ

会計監査人

代表取締役社長（経営会議）

監査部
（内部統制評価責任）

主要連結子会社27社

監視

報告

監査・評価

整備・運用・評価指示

監査

監視

監査

監査結果報告（報告書／確認書）

事業部長・室部長・支社長・支店長

基幹情報システム

文書化責任者
（内部統制整備責任）

・・・・・・・・・・

業務実施責任者
（内部統制運用責任）

内部統制
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情報管理体制の整備
当社グループは約6,000万の個人情報（お客様情報）をお預か

りしており、情報セキュリティの確保は重要な経営課題のひとつ
として取り組んでいます。
公共性を有する電気通信事業者として、お客様情報の管理・保
護の徹底を図ることが最大の責務と考え、代表取締役副社長に
CPO（個人情報保護管理者）という役職を付与し、CPOを委員
長とする「情報管理委員会」を定期的に開催し、個人情報保護対
策の検討・推進を実施しています。また、一元的な情報管理を推
進すべく情報セキュリティ部を設置するとともに、各組織には情
報管理における責任者を置き、業務委託先に対しても組織毎・施
策毎の業務受託責任者の設置を義務づけ、個人情報管理におけ
る組織・業務毎の責任体制を構築・推進しています。

管理・運用ルールの策定
お客様、株主の皆様、社員等の情報の取り扱いについては、個
人情報保護法及び関係各省庁のガイドラインや法令等に対応した
社内規程類を体系的に制定し、情報管理に関する社内ルールを
明確化するとともに、お客様情報保護に関する基本的な方針から
具体的な取り扱い方針を明文化したプライバシーポリシーを策
定・公表しています。
http://www.nttdocomo.co.jp/utility/privacy/

具体的な取り組み
情報管理強化に努める上で、以下の安全管理措置を推進・展開

しています。
（1）物理的セキュリティ

• 情報管理端末の台数制限、設置場所及び権限付与者の継続的適正化
• 可搬型情報端末（ノートPC等）の貸与・持ち出し管理の徹底
• 各種記録媒体の施錠保管と保有数、出入り管理徹底
• 大量の顧客情報データ（リスト）抽出端末の集約化と特別監視（入室者制
限／入退室時の生体認証／媒体使用阻止または暗号化／監視カメラで
の常時監視を実施）

• お客様申込書等帳票類のペーパーレス化

（2）人的セキュリティ
• 経営トップから派遣社員までの全従業員をはじめ、グループ会社、お客
様対応パートナーの代理店（ドコモショップ等）に対する情報管理研修の
実施（年1回以上）

• 情報管理研修に用いる各種ツール類の制作・配布
• 情報管理研修実施確認及び効果の測定（eラーニングの活用等）

（3）技術的セキュリティ
• 情報管理端末の定期的かつ強制的なパスワード変更
• 情報システムのアクセスログ保存及び定期的（毎月）調査
• 顧客情報管理システム利用に対する生体認証の導入
• 顧客情報検索条件の厳格化
• FAX回線のVPN化による誤送信の防止（セキュリティFAX）
• 情報システム端末・通信路の暗号化
• 情報システムによる情報管理、不正持ち出し監視
• 情報システムにおけるサイバー攻撃対策、監視

（4）組織的セキュリティ
• 情報管理に関する責任体制の構築
• 業務委託契約締結前の個人情報管理状況の事前審査
• 業務委託契約締結時の情報保護に関する文書の締結及び各従業者から
の誓約書提出の義務づけ

• 顧客情報を取り扱う全拠点での統一的な定期点検及び本社による業務監
査の実施情報管理体制図

情報管理委員会（全社を包括） 本社（室部・支店）

支社

情報管理委員長
CPO：個人情報保護管理者
（代表取締役副社長）

情報管理委員

事務局（情報セキュリティ部）

情報管理副委員長
（情報セキュリティ部長）

情報管理責任者（組織長）

統括情報管理責任者（支社長）

情報管理責任者代理A

情報管理責任者代理D

情報管理責任者（組織長）

情報管理責任者代理A

情報管理責任者代理D

2012年7月1日現在

統括情報管理責任者代理（支社総務部長）

支社（室部・支店）

情報管理
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主な取り組み
新たな災害対策への取り組み
ドコモでは2011年3月に発生した東日本大震災の教訓を活か
し、同4月に「重要エリアにおける通信の確保」「被災エリアへの
迅速な対応」「災害時におけるお客様の更なる利便性の向上」を
軸とした「新たな災害対策」を策定し、実行してきました。2011

年度はこの一連の取り組みについて概ね完了しました。
また災害時には、音声より比較的つながりやすいパケット通信
で安否等の音声メッセージを伝える「災害用音声お届けサービ
ス」の提供や、緊急速報「エリアメール」において気象庁が発表
する「津波警報※」の配信を開始しました。また、災害時、
Google提供の「パーソンファインダー」やTwitterと連携し、ICT

を活用した被災地支援の取り組みを推進します。今後も様々な災
害が発生した場合、お客様へ「安心・安全」をお届けできるよう、
備えを進めていきます。

ドコモのCSR活動
ドコモは経営の根幹にCSRを据えています。今後も事業活動
を通じて、すべての人々が豊かで暮らしやすい、安心・安全な社
会の実現と、その持続可能な社会の実現に貢献することで、事業

の更なる発展を実現していきたいと考えています。「NTTドコモ
CSRメッセージ」には、このようなドコモの思いが込められてい
ます。

→  東日本大震災からの復旧と新たな災害対策の詳細につきましては、36
ページをご覧ください。

※  気象庁から発表される「津波警報（大津波）」と「津波警報（津波）」が
対象です。

地球環境保全の取り組み
ドコモグループでは、2010

年度に制定した環境ビジョン
「 S M A R T  f o r  G R E E N 

2020」において、2020年度
のCO2総排出量を2008年度
より10%（12万t-CO2）以上
削減し、ICTサービスの利活用
により社会全体で1,000万t以上の削減に貢献することを定めて
います。2011年度については、省電力装置の積極導入等を実

NTTドコモCSRメッセージ

人と人、人と社会の絆をふかめ、新しい明日への扉をひらきます。

いつでも、どこでも、人と人をつなぎ、人と明日をつないでいくこと。
それが、リレーションサービスカンパニーを目指す私たちドコモの使命です。

一人ひとりのお客さまや社会の声に耳を傾けながら、未来に向けてイノベーションを起こし、豊かで快適な暮らし・文化を創造します。
さらに、地球環境の保全と社会的課題の解決に取り組み、持続可能な社会の発展に貢献します。

一人ひとりに
どなたにも使いやすく、快適なサービスをご利用いただけるよう配慮
の行き届いた対応を目指します。

安定した品質で
どこにいても、どんな時にも安定した通信品質を提供し、災害等の非
常時においても、ライフラインとしての機能を果たします。

安心・安全を実現して
通信の利用に関する社会的な課題の解決や、情報セキュリティの確保
に真摯に取り組みます。

地球環境を守りながら
事業活動の各プロセスにおいて環境負荷を低減し、お客さまとともに
地球環境の保全に努めます。

CSR（企業の社会的責任）

ドコモでは「NTTドコモCSRメッセージ」の考えに基づき、豊かで快適な暮らし・文化の創造を目指し、CSR活動を推進し
ています。
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施し、温室効果ガスの削減等、地球環境の保全に取り組みまし
た。今後も当環境ビジョンに基づき、3つの環境テーマ（1）「低炭
素社会の実現」、（2）「循環型社会の形成」、（3）「生物多様性の
保全」について3つのアクションを推進し、人々の暮らしと社会全
体の持続的発展に貢献していきます。
また、ケータイリサイクルについては、お客様へのPR活動を
積極的に行い、使用済み携帯電話の回収数は2011年度におい
て約372万台、累計で約8,036万台となっています。
また、生物多様性の保全のための取り組みとして、ドコモグルー
プ社員が中心となり「ドコモの森」森林整備活動を実施しています。

ユニバーサルデザインの推進
高齢の方、障がいのある方等一人ひとりのお客様が使いやす

い製品・サービスを追求していくというユニバーサルデザインの
考え方のもとに、製品や店舗のユニバーサルデザインを意識した
取り組み「ドコモ・ハーティスタイル」を推進しています。製品に
おいては「ユニバーサルデザインガイドライン」を策定し、使いや
すさに配慮した携帯電話の開発に取り組んでいます。また、1999

年の発売開始以来多くのお客様にご好評いただいている「らくら
くホン」シリーズの販売台数は、2011年度において累計2,105

万台に達しました。このほかにも店舗におけるユニバーサルデザ
インを意識したお客様窓口の整備やスタッフへの応対研修の実施
等により、ハード及びソフト面での更なる充実を図っています。
2011年度末では、既存ドコモショップ2,395店舗のうち約9割の
店舗で入口の段差を解消し、約7割を超える店舗で障がい者用の
駐車スペースや車いすの方にもご利用いただけるカウンターやト
イレを設置しています。

安心・安全なモバイル社会の実現
携帯電話の急速な普及による便利で豊かなコミュニケーション
実現の一方で、青少年が有害な情報に触れたり、犯罪やトラブル
に巻き込まれたりするケースも増えています。ドコモは、移動通
信事業者の責務として、本課題解決のために、青少年と保護者、
教員の方々にご参加いただく「ケータイ安全教室」を開催し、携
帯電話を使う際のルールやマナー、犯罪やトラブルへの対処方法
を啓発する活動に努めています。また振り込め詐欺等の犯罪に巻
き込まれないための対策等を説明したシニア向けの教室も実施し
ています。ケータイ安全教室は2011年度約7,100回実施し、95

万人の方に受講していただきました。これにより2004年開始以

今後、更にすべてのステークホルダーの期待に応えていくこ
とが、持続的な成長を確かなものにしていくとドコモは考えてい
ます。

>>  ドコモのCSRに関する具体的な取り組みは、
「NTTドコモグループCSR報告書2012」をご覧ください。
（発行予定時期：冊子版2012年7月 WEB版2012年9月） 
http://www.nttdocomo.co.jp/corporate/csr/report

降、実施回数は累計約27,900回、受講者数は累計410万人とな
りました。
「アクセス制限サービス」（フィルタリングサービス）について
は、従来から提供していた学齢に応じて選択できる各メニューと
カスタマイズ機能に加えて、昨今のスマートフォンの普及を考慮
し、アプリのインストール・起動やWi-Fiの利用を制限可能とする
「あんしんモード」の提供を開始しました。「spモードフィルタ」と
組み合わせることにより、お子様のご利用状況に応じた制限を可
能とします。
また、2009年4月1日から「青少年が安全に安心してインター
ネットを利用できる環境の整備等に関する法律」が施行されたこ
とを受けて、未成年が「 iモード」や「spモード」を利用する場合に
は原則として「アクセス制限サービス」にお申し込みいただいて
いますが、2011年10月からは、「アクセス制限サービス」を利用
しない場合には「フィルタリングサービス不要申出書」に利用しな
い理由を記載の上ご提出いただくこととしており、親権者様の意
思確認を確実に行うよう努めています。

このようなCSRへの取り組みが評価され、ドコモは「Dow 

Jones Sustainability Indexes （DJSI）」のアジア・太平洋地
域の企業を対象とした「DJSI Asia Pacific Index」、モーニング
スター株式会社の社会的責任投資株価指数である「MS-SRI」、
FTSE社が作成する社会的責任投資指数である「FTSE4Good」
のインデックスに組み入れられています。
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役員  2012年7月1日現在

代表取締役社長　

加藤　薰

代表取締役副社長

坪内　和人
国際、コーポレート、 
CSR担当

岩﨑　文夫
マルチメディアサービス、 
ネットワーク、 
技術担当

取締役常務執行役員

眞藤　務
法人事業部長、
東北復興新生支援室長兼務

田中　隆
コンシューマ営業、 
支店（関東甲信越）担当

吉澤　和弘
経営企画部長
モバイル社会研究所担当

尾上　誠蔵
研究開発センター所長

取締役

山田　隆持
相談役

楠本　広雄1

常勤監査役

星澤　秀郎
歌野　孝法
諸澤　治郎2

監査役

吉澤　恭一2

辻山　栄子2

1 楠本 広雄氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役です。
2 監査役のうち諸澤 治郎氏、吉澤 恭一氏、辻山 栄子氏の3氏は、
会社法第2条第16号に定める社外監査役です。

左より　代表取締役社長　加藤 薰　　代表取締役副社長　岩﨑 文夫　　代表取締役副社長　坪内 和人　　

取締役執行役員

加川　亘
総務部長、社会環境推進部長兼務、 
業務プロセス改善室長兼務

永田　淸人
マーケティング部長

佐藤　啓孝
財務部長

髙木　一裕
人事部長
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取締役会

社　長

監査役会

監査役 監査役室

組織図
株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ
2012年7月1日現在

研究開発センター

法人事業部

国際事業部

クレジット事業部

支社
北海道、東北、東海、北陸、関西、中国、四国、九州

先進技術研究所
研究開発推進部
移動機開発部
サービス&ソリューション開発部
ネットワーク開発部
無線アクセス開発部
R&D総務部

マーケティング部
CS推進部
プロダクト部
スマートコミュニケーションサービス部
フロンティアサービス部
ユビキタスサービス部
ネットワーク部
無線標準化推進室
サービスプラットフォーム部
無線アクセスネットワーク部
コアネットワーク部
サービス運営部
端末サービス部
プロモーション部
販売部
フロント支援センター
お客様サービス部
料金営業部

第一法人営業部
第二法人営業部
第三法人営業部
ソリューションビジネス部
法人ビジネス戦略部

情報システム部
資材部

経営企画部
グループ事業推進部
人事部
総務部
財務部
知的財産部
法務部
監査部
情報セキュリティ部
広報部
社会環境推進部
IR部
モバイル社会研究所
東北復興新生支援室

支店
丸の内、新宿、渋谷、多摩、神奈川、千葉、 
埼玉、茨城、栃木、群馬、山梨、長野、新潟
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子会社・関連会社 
2012年3月31日現在

子会社　127社
会社名 議決権の所有割合 事業概要

業務委託型子会社　25社
ドコモ・サービス（株） 100.00% 携帯電話等の料金サポート業務
ドコモエンジニアリング（株） 100.00% 通信設備の設計・施工及び保守
ドコモ・モバイル（株） 100.00% 携帯電話等の端末保守及び商品物流
ドコモ・サポート（株） 100.00% 電話受付業務及び代理店支援業務
ドコモ・システムズ（株） 100.00% 社内情報システム開発及び保守業務、情報システム関連のハードウェア販売
ドコモ・テクノロジ（株） 100.00% 移動体通信に係る研究開発業務に関するドコモからの受託業務
ドコモ・ビジネスネット（株） 100.00% 代理店事業及び販売支援業務
他　18社

その他の子会社　102社
DOCOMO Capital, Inc. 100.00% 移動通信サービスに応用可能な先端技術、革新的な技術を有するベンチャー企業の発掘・投資
DOCOMO Communications Laboratories Europe GmbH 100.00% ネットワーク付加価値サービスに関する研究、次期移動通信網に関する研究
DOCOMO Innovations, Inc. 100.00% 米国シリコンバレーでのオープンイノベーション推進とネットワーク技術研究
DOCOMO Europe Limited 100.00% 欧州におけるドコモ海外展開支援
DOCOMO interTouch Pte. Ltd. 100.00% 世界各国でホテル向け高速インターネット接続サービスを営む企業集団の事業持株会社
DOCOMO PACIFIC, INC. 100.00% グアム・北マリアナ諸島連邦における移動通信事業者
Mobile Innovation Company Limited 72.61% タイにおける車両動態管理事業
net mobile AG 87.13% モバイルコンテンツの配信・課金等に関するプラットフォームの運営
NTT DOCOMO USA, Inc. 100.00% 米国におけるドコモ海外展開支援
PacketVideo Corporation 100.00% 携帯電話向けミドルウェアの提供
都科摩（北京）通信技術研究中心有限公司
DOCOMO Beijing Communications Laboratories Co., Ltd.

100.00% 次世代無線通信技術を中心とした研究活動の推進／国際標準化・中国標準化機関への参加

都客夢（上海）通信技術有限公司　 
DOCOMO China Co., Ltd.

100.00% 中国における法人向けモバイルソリューションサービスの提供等

（株）オークローンマーケティング 51.00% TVメディアを主なチャネルとした通信販売業
（株）ダイナステップ 98.36% 携帯電話を利用する各種検定試験の企画・開発・運営、及びそれらの受託
（株）ディーツーコミュニケーションズ* 51.00% モバイル向け広告の製作・運営等
（株）ドコモ・ためタン 97.71% 企業、エリア毎の周辺情報等の提供、コンテンツの企画・製作請負
（株）ドコモ・ドットコム 100.00% モバイル向けコンテンツプロバイダー企業等へのコンサルティング・出資
日本データコム（株） 66.24% 情報システム事業、アウトソーシング事業、業務支援・人材派遣事業
（株）mmbi 60.45% 放送法に定める基幹放送事業及び関連するサービスの提供等
らでぃっしゅぼーや（株） 74.60% 有機低農薬野菜及び無添加食品等の宅配事業
他　82社

関連会社　32社
会社名 議決権の所有割合 事業概要

Hutchison Telephone Company Limited 24.10% 香港・マカオにおける移動通信事業
Hutchison 3G HK Holdings Limited 24.10% 香港移動通信事業会社の持株会社
Philippine Long Distance Telephone Company 14.50% フィリピンにおける固定電話会社及び移動通信事業者SMART社の100%保有会社
Robi Axiata Limited 30.00% バングラデシュにおける移動通信事業
Tata Teleservices Limited 26.50% インドにおける移動通信事業
VMG Media Joint Stock Company 25.00% ベトナムにおけるコンテンツプロバイダ及びコンテンツ運営のプラットフォーム提供
イオンマーケティング（株） 29.00% イオングループにおけるモバイル事業、マーケティング事業、販促代行事業
ウェザー・サービス（株） 35.00% 気象に関するあらゆる情報提供サービス
エイベックス通信放送（株） 30.00% モバイル向け会員制映像配信事業
エヌ・ティ・ティ・ブロードバンドプラットフォーム（株） 22.00% 無線を利用したネットワーク接続に関する業務、情報通信システムを利用した商品販売等
エヌ・ティ・ティレゾナント（株） 33.33% コミュニケーション事業、ポータル事業
（株）エブリスタ 30.00% モバイルでのUGCメディアの運営
（株）クロスオーシャンメディア 20.00% ローソン店舗を中心に設置されたデジタルサイネージによる広告事業
（株）ゼンリンデータコム 20.60% 携帯電話向け地図事業、ネットナビ事業、Web-GIS事業
タワーレコード（株） 42.10% 音楽ソフト・映像ソフト等の販売事業等
（株）トゥ・ディファクト 40.00% インターネットを使用した電子書籍や紙の書籍を販売する書店サービスの運営等
日本通信ネットワーク（株） 37.43% 回線（専用線）サービス
フェリカネットワークス（株） 38.00% FeliCaライセンス事業・プラットフォーム運営事業・ホスティング事業・SI・ソフトウェア事業
（株）ボードウォーク 22.00% 各種イベントチケット販売、デジタルコンテンツ等の企画／制作／販売等
三井住友カード（株） 34.00% クレジットカードに関する業務、ローン業務、保証業務、ギフトカード業務等
モバイル・インターネットキャピタル（株） 30.00% モバイル・インターネット関連分野のベンチャー企業支援、投資ファンドの運営
楽天オークション（株） 40.00% インターネットオークションサービス事業
（株）CXDネクスト 40.00% 電子決済関連サービスの提供、店舗支援サービスの提供
The JV（株） 30.00% マクドナルド会員組織運営、及び関連する会員サービス・プロモーションの企画・実施・運営業務
（株）トランザクション・メディア・ネットワークス 20.00% 電子決済に関連する決済インフラの提供
他　8社

*（株）ディーツーコミュニケーションズは、2012年6月1日より（株）D2Cに社名変更しています。
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